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Ⅰ 徳島県のポテンシャル

「豊かな自然環境」・「近畿・四国の玄関口」など

四国のみならず近畿のポテンシャルも活かせる徳島

「２１世紀型」企業城下町の形成

「陸・海・空」が直結した交通網

豊かな自然環境

豊富な地域資源

伝統ある歴史・文化資源

「剣山」

「阿波人形浄瑠璃」

「三洋電機ﾓﾊﾞｲﾙｴﾅｼﾞｰｶﾝﾊﾟﾆｰ」

「阿波踊り」

「徳島空港」

「吉野川」

「光ガゼボの商品化」
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① 徳島県の概要

産業構造(資料：国勢調査＜H17＞)

建設業

10.0%

その他

15.6%

製造業

15.4%

医療・福祉

11.5%

サービス業

13.0%

卸売・小売業・

飲食店

21.0%

農業

8.7%

運輸・通信業

4.8%

　面　積 ： ４，１４６平方キロメートル

　人　口 ： ７８９，６７４人（２１.８.１）

男 ： ３７４，４７７人

女 ： ４１５，１９７人

世帯数 ： ３０７，８６１世帯（２１.８.１）

　面積・人口

　経済・生活

　　個人預貯金残高（人口１人当たり） ：６３５．８万円（Ｈ１９・全国３位）

　　道路実延長（自動車１台当たり） ：２４ｍ（Ｈ１９・全国６位）

　　社長に占める女性の割合 ：８．６％（Ｈ２１．２月・全国１位）

　　従業員１人当たり製造業の付加価値額 ：１４３０．７万円（Ｈ１９・全国１１位）

　　１人当たり県民所得 ：２６９．４万円（Ｈ１８・全国２７位）

　　有効求人倍率 ：０．５８倍（Ｈ２１．７月・全国３位）

　　消費支出（勤労者１世帯当たり１か月間） ：２９７千円（Ｈ２０・全国１４位）

年平均気温 １６．８℃
（Ｈ２０・全国１０位）

年間降水量 １，４４５．５mm
（Ｈ２０・全国２７位）

水や緑など豊かで潤いあふれる自然環境の中、暮らしやすい環境
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「とくしまﾏﾗｿﾝ2009」 春の風物詩に！
～ 本年4月26日（日） 制限時間 ７時間 ～

◆4,402人出走 うち4,201人が見事完走！ ◆完走率 95.4％！
※前回比 ＋１．１ポイント

※

② とくしまﾏﾗｿﾝ2009の開催

■もう一泊！（後夜祭）

■今年も激走！

H21年度

■春の阿波おどり ■フェスタ会場

大盛況の「はな・はる・フェスタ」
4/24～4/26

H20大会 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾗﾝｷﾝｸﾞ

全国百撰 全国 第４位！

マラソンに加えて！ ｹﾞｽﾄのお二人

徳島ラーメン博覧会藍場浜公園 ３



◆徳島発の映画の数々 ～ 徳島の魅力を国内外に発信 ～

③ 「ウェルかめ」放映を機に徳島の魅力発信

バルトの楽園 眉山 阿波ＤＡＮＣＥ

◆徳島発の舞台やテレビドラマも次々に！
○舞台「眉山」再演

→ 明治座（東京）H21.8月 、中日劇場（名古屋）H21.8月、 徳島市内 H21.9 月
○「必殺仕事人2009」では 本県の人形浄瑠璃 が登場 朝日放送テレビ

◆ＮＨＫ連続テレビ小説 「ウェルかめ」 放映！
○全国一巡後の「第一号の舞台」が徳島に！
○放送 H21.9.28(月) ～ H22.3.27(土) 150回
○舞台 美波町、徳島市ほか
○ﾋﾛｲﾝは倉科カナさん ○星野知子さんほか出演

徳島の魅力を全国にＰＲする絶好の機会！ 県も積極的に支援 ４



① 「百年に一度の経済危機」への 迅速な対応

・販路開拓への支援

・人材育成・技術開発への支援

・新製品開発への支援

・客が県内に流入するような施策

◆行政への要望

・個人消費の減少による売り上げ減

・特に自動車関連の落ち込みが激しい

・新規住宅着工の減少による受注減

・高速道路新料金や新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの影響

◆業界の動向 事業者の声

Ⅱ 「経済飛躍のための施策展開」 ～百年に一度のﾋﾟﾝﾁをﾁｬﾝｽに～

５

販路開拓等への要望に対応

切れ目ない連続的な経済雇用対策
■２０年度 ７度の補正予算編成
■２１年度 徳島県総合経済雇用対策

○とくしまｼﾞｮﾌﾞｽﾃｰｼｮﾝの設置（H21年4月～）

○県経済変動対策資金(H20.10.20～)
・「低利融資への借換制度」初導入
・償還期間延長 ５→８年

○国の緊急保証制度(H20.10.31～)
・県ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ資金の
限度額UP(3千万→4千万円)

○雇用の場の創出（H21年1月補正～）

・雇用創出規模 １，４００人以上

黒字倒産の回避
→倒産件数 上半期24件 （全国 低 ）

雇用の確保
→有効求人倍率 0.58倍 （全国第３位）



～販路開拓への積極的な支援～

日時：11月10日（火）

場所：三洋電機㈱ﾓﾊﾞｲﾙｴﾅｼﾞｰｶﾝﾊﾟﾆｰ

徳島工場（松茂工業団地内）

対象者：三洋電機関係者及びｻﾌﾟﾗｲﾔｰ

ものづくり新技術展示会 ｉｎ ＳＡＮＹＯ

５６企業・団体が
出展予定

エコプロダクツ２００９

日時：１２月１０日（木）～１２日（土）

場所：東京ビッグサイト

内容：日本 大級の環境総合展示会

→ 都道府県 大規模の

「徳島ﾌﾞｰｽ」 を設置

→ １０社程度 出展予定

日時：10月15日（木）

～17日（土）～

場所：アスティとくしま

徳島ビジネスチャレンジメッセ2009

第1ステージ

第２ステージ

第３ステージ

H19 ﾄﾖﾀ自動車
H20 神戸製鋼所

に続き開催
６



～ さらなる販路開拓～

「四国アンテナショップ」

「上海・四国産業交流会」の開催

上海万博 （H22.5.1～10.31）

「徳島阿波おどり空港」
H22年度春 開港

国際チャーター便の運航促進

中国・上海市

「四国産品常設売場」

～海外でビジネスマッチング～

6／5ｵｰﾌﾟﾝ

8／7ｵｰﾌﾟﾝ 発展

四国アンテナショップ四国産品常設売場

「日中地域間交流推進セミナー」に参加

■商工会員の商品の数々！！
左から、（有）吉田屋、阪東食品

岡本製麺㈱、㈱八千代
㈱本家松浦酒造販売
ヤマク食品㈱

8/26

8/7
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～ 農林水産基本条例スタート（施行元年）～

◆「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本条例」 H21.4.1施行

農商工連携！
全国初！ 農商工連携ﾌｧﾝﾄﾞ設置

（25億円）

② 「新鮮とくしまブランド」戦略
中四国初！

◆「徳島らしさ」を発展させるために

① 生産と消費の距離が近接 ② 生鮮食料供給基地 ③ 多様な担い手

④ 高い技術と創意工夫に富んだ生産活動 ⑤ 豊かな田園環境

◆新たな視点を加え

地球環境の保全に
貢献！

安らぎ空間の
創造！

「Ｈ21当初 農林水産業費」は 施行元年にふさわしく「９年ぶり増」を確保 ８



◆H21.1.16    国と高速道路各社が「新料金」を発表
→ 本四道路をはじめとする高速道路 「土日祝日２４時間 普通車は上限千円に」

いわば

「平成の関所」

③ 「高速道路新料金活用」戦略

H19.8.20～
社会実験で突破口

H21.3.20～ 本四新料金

名実とも「夢の架け橋」へ

◆H21.2.16 「高速道路新料金活用戦略」を策定！
→ 情報発信戦略をはじめ「６戦略」63事業 総予算額4億3千万円

◆主要観光施設「観光入込客数」 → 過去５年間で 高 35万人超

◆大鳴門橋→ S60年開通以来 高 48万台超 前年比32%増

ＧＷ中の
実績

◆同時に「内航フェリー利用促進事業」を実施
・ 徳島県、和歌山県、南海フェリーの3者による社会実験
・ 7/18～8/31 乗用車運賃を千円に（通常9300円）

→ 7/18～8/31 輸送実績 対前年比 1.68倍
・ ９／１ ～ １／３ も 「土日祝日 千円」を継続実施！

◆大鳴門橋→ 21万台超 前年比 23% 増加 ◆阿波踊り +3万人阿波おどり期間

全国に先駆けた「活用戦略展開」
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Ⅲ 徳島県の財政状況ⅢⅢ 徳島県の財政状況徳島県の財政状況

１ 国依存型の財政構造

２ 地方交付税カット（平成16年度以降、交付水準の回復なし）

３ 公債費の増大（国経済対策への呼応、県債残高の増大）

４ 財政調整的基金の枯渇

～未曾有の厳しい財政状況の中で～～未曾有の厳しい財政状況の中で～

持続可能な財政構造への転換を目指す

聖域なき財政改革の必要性

① 徳島県財政の現状と課題①① 徳島県財政の現状と課題徳島県財政の現状と課題
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○ 財政構造
・ 地方税・地方交付税等歳入にあった歳出構造への転換を図り、

収支均衡のとれた基金に依存しない
「持続可能な財政構造」の実現を目指す。

○ 行政体制

・ 県人口の減少、団塊世代の退職等を踏まえるとともに、
業務改善や事務事業の見直しを積極的に推進し、
更なる職員削減に取り組み、
将来的に、一般行政部門職員数「３，０００人」体制を目指す。

※⑩４月 3,868人 → ⑮４月 3,754人 → 4月 3,346人
（△114人） （△408人）

＜とくしま未来創造プランの基本理念＞

とくしまの「再生」から「飛躍」へ、持続可能な県政運営を支えるとともに、

地方分権新時代を積極的にリードする「新たな県政のかたち」を構築

② とくしま未来創造プラン② とくしま未来創造プラン 推進期間：平成１９～２２年度

１１



③ 財政構造改革基本方針③ 財政構造改革基本方針

２１１億円
まで圧縮目標

改革期間中の財政収支不足額

８２３億円（累計）

聖域なき改革に取り組み、「持続可能な財政構造」へ転換

【歳出改革】

（１）総人件費の抑制

（２）事務事業の聖域なき見直し

（３）公債費の増大抑制

【歳入確保対策】

（１）県税収入の確保

（２）受益者負担の適正化、
未利用財産の売却・利活用 など

（３）県債発行の抑制

具体的方策

【改善目標】

６１２億円

圧 縮

対象期間：平成２０～２２年度
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■ 財政健全化に向けた様々な工夫

・｢県の創意工夫」と｢県民との協働｣による、新しい公共サービスを展開

（ゼロ予算事業、県民との協働推進事業、県民スポンサー事業）

H19年度（創設）：75事業 → H21年度：142事業

・ 大規模耐震改修の導入により、後年度負担額を抑制するとともに、
高等学校の耐震化も加速

H19年度：28.7％（全国47位） → H21年度：59.2％（全国38位）
※高等学校耐震化率

・ ＰＦＩ手法による青少年センターの改修

・ 美馬商業高校への特別支援学校の併設

とくしま“トクトク”事業の積極展開

既存ストックを活用した社会資本整備の推進

倍増21
世
紀
型
行
政
手
法
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・ 県税収入の確保

○ 「徳島滞納整理機構」の活用などによる、個人県民税徴収率の向上

H17年度：全国21位 → H20年度：全国７位

歳入対策企画員室の設置（H20年5月）

・ 新たな手法による未利用財産の活用

○ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ公用財産売却ｼｽﾃﾑの導入など、県有地売却を一層促進

H16年度：２件 → H20年度：２０件
※県有地売払実績

・ ネーミングライツなどの広告事業の推進
○ 広告事業の増収を推進

H18年度：８百万円 → H21年度：５４百万円（見込み）

◆ 鳴門・大塚スポーツパーク （鳴門総合運動公園）
◆ アグリあなんスタジアム （南部健康運動公園野球場）
◆ ブライダルコアときわホール （フレアとくしま）
◆ ＪＡあいさい緑地 （和田島緑地）
◆ あわぎんホール （郷土文化会館） ・・・・etc
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ア 収支不足額の早期改善に向けた取組ア 収支不足額の早期改善に向けた取組

平成２０年１０月時点推計 「財源不足額２７９億円」 が、
厳しい経済雇用情勢による「生活保護経費」、

「後期高齢者医療費」などの「扶助費」が増大「６億円」 「２８５億円」に拡大

○様々な収支改善策で、一般財源２１２億円もの圧縮を実施
※収支不足額 285億円 → 73億円 （△212億円）

73 73

206

285279   +6

Ｈ２０．１０月推計 Ｈ２１当初

単位：億円

収
支
改
善

④ 平成２１年度当初予算における財政構造改革の取組概要④ 平成２１年度当初予算における財政構造改革の取組概要

（収支改善策（一般財源ベース））
・職員給与臨時的削減 ５０億円

（職員数削減効果含む）
・公共事業 ２４億円
・政策その他経費 ４１億円
・その他の工夫 ９７億円

計 ２１２億円

・財政調整的基金で対応 ７３億円
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○県債残高は、
「財政構造改革」努力により、平成１８年度末残高をピークに２年連続して「減少」を達成。

しかしながら、
・ 地方交付税の振替による 「臨時財政対策債」の大幅な増加や
・ 国の経済対策に呼応した「補正予算債」などの発行により、

平成２１年度末の県債残高は、「１６５億円程度」増加する見込み。
※但し、今回の増加要因である「臨時財政対策債」、「補正予算債」は、

いずれも地方財政措置がなされるものであり、将来的な負担にはならないもの。

県債残高県債残高

県債残高の推移

⑱末 9,613億円 → ⑲末 9,548億円 → ⑳末 9,385億円 → 末見込9,550億円

（△65億円） （△163億円） （約165億円）

イ 公債費の抑制に向けた取組

○公債費は、
・ これまで、推計してきたピークは平成２１年度、

ここをピークとして平成２２年度から下げる目標

「１年前倒し」で平成２０年度をピークとして、平成２１年度以降減少に転じる見込み。

公債費公債費
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3,943

4,900

5,245

5,082

5,395 5,411

5,555

5,277

5,034 5,011

5,189

4,108

4,423
4,535

5,236
5,347

4,778

5,001

5,563

4,404

4,607

3,500

6,500

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
年   度

⑤ 当初予算規模（一般会計）の推移⑤ 当初予算規模（一般会計）の推移

（単位：億円）

財政構造改革の着実な実施により、国の経済対策が始まる

以前の規模まで圧縮（平成３年度と同規模）

ピーク
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⑥ 普通建設事業費の推移⑥ 普通建設事業費の推移

75.2

51.7

36.7

29.6

39.9

69.6

59.8
62.8

77.8

83.884.1

79.5

85.0

92.3
89.5

85.6

28.3

35.2

40.6

45.2

47.8

53.3

60.4

64.4

70.8

75.9

32.1

50.0

69.4

63.1

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 (年度）

（％）

徳島県

全国加重平均

標準財政規模対比

※標準財政規模対比＝普通建設事業費／標準財政規模

県債発行額に直結

投資的経費の重点化により、近年は減少傾向
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⑦ 県債発行額の推移⑦ 県債発行額の推移

平成４年度から１４年度まで
国の経済対策等に呼応し、

社会資本整備促進のため、県債発行
平成１０年度には過去 高

約１，０１７億円
（一般会計ベース）

「財政構造改革基本方針」に
基づき、徹底した投資的経費

の重点化などにより、

新規発行県債を抑制

臨時財政対策債を除く
県債発行額については

平成１６年度以降
抑制基調に

749

598592

700

98
207

386 284

219

197

178 217

438

0

200

400

600

800

1000

1200

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（年度）

（億円）

県債発行額（臨財債を除く） 臨時財政対策債

312 300 318

480

705

758

908

807
827

1,017

880
901

899

937

983

922

801

今後も引き続き
ピーク

（注）一般会計ベース
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⑧ 県債残高と公債費の推移⑧ 県債残高と公債費の推移
過去の経済対策等に伴う県債発行や

地方交付税の財源不足を地方で
立て替える臨時財政対策債の発行

などにより、平成１８年度末で

約９，６００億円
（一般会計ベース）

「財政構造改革基本方針」に
基づき、さらなる新規発行
県債の抑制などにより、

平成２０年度をピークとして

公債費を抑制

公債費は、県債発行と連動して増大
歳出予算の約２割に相当する水準へ
地方交付税の大幅削減に匹敵する、

本県財政を圧迫する 大要因

公債費の削減が急務

2,457
2,648

2,837

3,169

3,709

4,196

4,911

5,451

5,995

6,689

7,207

7,645

8,112

8,571

9,005

9,360
9,552

9,613
9,548 9,385 9,550

1 ,183
975

2 ,0201 ,654
1 ,498

1 ,357

692
306

98

345 346
366

372
434

754

447

521

581

639

688
707 699

729
761

784

813

867

913 918 910

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300ピークアウト

左軸：県債残高

（単位：億円）
（単位：年度）

県債残高の推移(棒グラフ）

公債費（折れ線グラフ）

うち臨時財政対策債

右軸：公債費

（単位：億円）

※財政再建団体を脱して以来、
実質的に初めての減少へ

ピーク
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地方分権時代＜税収の確保が重要＞
・徳島滞納整理機構設置（平成１８年度～）
・国への政策提言 「ふるさと納税制度」創設

⑨ 県税の状況⑨ 県税の状況

県税の主な税目別収入額とその推移

245 283 261 263 292 289 300 292 291 261
166

130
128

127 122
116 119 126 137

234
234

228

84
79

77 72
71 68 67 69

62
56

50

87

81
81

78 74 75 76 74

69
60

60

116

117
119

119 118 116 118 116

115
112

110

85

83
80

82 80 79 81 82

79
77

73

24

123
103

30 12 9

12

12

20
11

17

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 （年度）

（億円）

地方消費税

自動車税

軽油引取税

利子割県民税

その他の税

個人事業税・県民税

法人事業税・県民税

771

894
848

766 768 766 780 779

862
812

平成２０年度税制改正の影響
法人事業税が減額

※法人事業税の税率が引き下げられ、
新たに地方法人特別税（国税）が創設
それに相当する額が地方法人特別譲与税として都道府県に譲与

698

⑳年度徴収率

57.7％

過去 高
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目標：H19.4からH23.4まで
▲200人以上削減

H19.4からH21.4の2年間で
▲215人削減（目標達成）

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

職員数 3,868 3,754 3,733 3,703 3,637 3,561 3,430 3,346 

10 15 16 17 18 19 20 21

一般行政部門職員数の推移

H10からH15（５年間）
▲114人（▲23人／年）

H16からH21(５年間)
▲387人（▲77人／年）

特にH18からの3年間で
▲291人（▲97人／年）

⑩ 職員数の状況⑩ 職員数の状況
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＜他都道府県のカット率＞ 平成２１年４月現在で、３１道府県が給料のカットを実施
～１６％代 １団体 大阪府（16～3.5%）

１０％ ４団体 徳島県（10～7%）、島根県（10～6%）、岡山県（10～7%）、鹿児島県（10～5%）

９％ １団体 北海道（9～7.5%）

７％ ４団体 岐阜県、兵庫県、広島県、熊本県

６％ ７団体 岩手県、神奈川県、山梨県、滋賀県、山口県、愛媛県、佐賀県

５％ ６団体 青森県、宮城県、福島県、茨城県、香川県、高知県

４％ ４団体 秋田県、富山県、愛知県、奈良県

３％ ２団体 千葉県、沖縄県

２％ ２団体 京都府、和歌山県 ※カット率 ７％以下の団体においては、カット率の幅の表記を省略

0

2

4

6

8

10

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

実施団体

徳島県 ： Ｈ２０．１月実施
※全国で、３５番目に実施

全国４０団体が実施

※実施団体の開始年

団体数

２３

■ 他都道府県における給料カットの状況
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＜本県における「ラスパイレス指数」の推移＞

■ ラスパイレス指数の推移

◆ラスパイレス指数とは・・・
国家公務員の職員構成を基準として、職種ごとに学歴別、経験年数別に

平均給与月額を比較し、国家公務員の給与を100とした場合の地方公務員
の給与水準を指数で示したものです。

85

90

95

100

105

ラスパイレス指数

ラスパイレス指数 102.1 100.0 100.2 100.2 100.1 92.5

H15.4 H16.4 H17.4 H18.4 H19.4 H20.4

給与水準（ラスパイレス指数）
H15.4  全国２２位（102.1）

職員給与の臨時的削減により
H20.4 全国４７位（92.5）

※全国 下位の水準へ

全国24位全国18位 全国19位 全国16位
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早期健全化基準 財政再生基準 本　県
自主的な改善努力

による財政健全化
国等の関与による再生 平成20年度決算

実質赤字比率
（一般会計等ベース）

3.75%以上 5.00%以上 黒字

連結実質赤字比率
（全会計ベース）

8.75%以上 15.00%以上 黒字

実質公債費比率
（特別会計を含めた実質的公債費）

25.0%以上 35.0%以上 19.0%

将来負担比率
（３セク等も含めた実質的負債）

400.0%以上 － 276.5%

資金不足比率
（公営企業ごとの資金不足）

20%以上 －
全　　会　　計

資金不足額なし

⑪ 財政健全化法４指標⑪ 財政健全化法４指標

平成19年度決算：17.6%
平成18年度決算：16.1%
平成17年度決算：14.8%

国の経済対策に呼応し
発行した県債等の償還
により、今後しばらくは
増加傾向

「財政構造改革基本方
針」に基づき、新規発行
県債の抑制や利息負担
の軽減を図り、公債費の
抑制に取り組む

病院事業会計
電気事業会計
工業用水道事業会計
駐車場事業会計
土地造成事業会計
流域下水道事業特別会計
港湾等整備事業特別会計

全ての指標 早期健全化基準以内
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81

42

0

50

100

H16 H20

目標(4６億円)
達成

役員・職員数

県補助金・委託金

Ⅳ 外郭団体の見直し

（億円）

（１）これまでの取組実績

1,061

817

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H16 H20

・県が25%以上出資（出えん）、又は債務保証契約を締結している団体
・現経営改善計画（問題解決プラン） H1７ ～ H21

H15  42団体 → H20  30団体 （▲12団体）団体数

問題解決プラン策定前と比較

ほぼ半減

目標(９０９人)
達成

・組織のスリム化・効率化

役職員数 244名削減

(▲23％)

１年前倒しで全ての目標達成

目標(32団体)
達成
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① 団体の自立促進
・県の補助金の削減等

② 人件費の更なる抑制
・役員、職員数の削減
・県職員ＯＢの退職金全廃

→これまでの取組（不支給とした団体 H15：３団体 →H21：９団体）
を更に徹底し、再就職した県職員ＯＢの退職金を全廃

③ 公益法人制度改革（～H25）への対応
・各団体毎に対応策を検討

④経営の健全化と更なる見直しの推進
・経営状況の厳しい団体は、抜本的改革も含めた見直しの検討

（2）今後の見直し方針

新たな「経営改善計画（問題解決プラン）」の策定
H22から向こう3カ年程度の「問題解決プラン」の策定要請

→ 本年９月から先行実施

２７



Ⅴ 基金への着実な積立てⅤ 基金への着実な積立て

◆市場公募債（満期一括償還方式）の導入に伴い、確実な元
金償還に備えるため、一定のルールに基づき減債基金へ
の積立を行う

◆財政構造改革に向けた着実な取り組みとして、厳しい財政
状況の中、財政調整基金へ着実に積み戻し

⑱５０億円 ⑲４２億円 ⑳４５億円 積み戻し目標 ５０億円

◆徳島県債の安全性 ～地方財政全体での制度的な

安全性の確保～

※一定のルール

市場公募債発行額×１／３０の額を各年度に減債基金に積立

財政健全化法

による早期健全化

課税権に基づく地方税収入

地方債協議制度に

よる早期是正措置

地方財政制度に

よる償還財源の保証

２８



Ⅵ 市場公募債の発行計画及び起債方式Ⅵ 市場公募債の発行計画及び起債方式

発　 行　 日 平成２１年１１月３０日（月）
条件決定日 平成２１年１１月１１日（水）
発　 行　 額 １００億円
年　　　　 限 １０年（満期一括）

（単位：％）
構成メンバー シェア 構成メンバー シェア

阿波銀行 20 野村證券 10
みずほコーポレート銀行 16 大和証券SMBC 10
徳島銀行 8 日興コーディアル証券 7
みずほ銀行 2 三菱UFJ証券 5
阿南信用金庫 1 みずほ証券 5
四国銀行 1 みずほインベスターズ証券 3
新生銀行 1 SMBCフレンド証券 2
徳島信用金庫 1 岡三証券 1

銀行　　計（８社） 50 しんきん証券 1
東海東京証券 1
メリルリンチ日本証券 1
モルガン・スタンレー証券 1
コスモ証券 1
あおぞら証券 1
バークレイズ・キャピタル証券 1

証券　　計（１５社） 50

平成２１年度個別債発行計画 平成２１年度徳島県シンジケート団構成

◆安定的な資金調達が可能

◆多くの投資家へ購入機会を提供でき、
市場への浸透を図れる

シンジケート団方式

※平成２１年度から共同発行債へ参加

２９



Ⅶ 格付け取得Ⅶ 格付け取得

平成２１年１０月２８日 徳島県債の格付けを更新平成２１年１０月２８日 徳島県債の格付けを更新

◆第三者機関の精緻な分析による評価◆第三者機関の精緻な分析による評価

格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
【評価内容】

◆財政改革に向け、「とくしま“トク

トク”事業」、 「縦割りの出先機
関の再編スリム化」、いち早い
「経済・雇用対策」への取り組み
など、ユニークな施策で成果を挙
げていること。

◆「財政構造改革基本方針」に取り
組み、行財政改革が着実に進展
する可能性が高いこと。

【評価内容】

◆財政改革に向け、「とくしま“トク

トク”事業」、 「縦割りの出先機
関の再編スリム化」、いち早い
「経済・雇用対策」への取り組み
など、ユニークな施策で成果を挙
げていること。

◆「財政構造改革基本方針」に取り
組み、行財政改革が着実に進展
する可能性が高いこと。

ＡＡ
（安定的）

ＡＡ
（安定的）

財政状況に関する情報を的確に提供
３０



お問い合わせ先お問い合わせ先

○ 徳島県企画総務部財政課予算第二担当

○ 住所 〒770-8570 徳島県徳島市万代町１丁目１番地

○ 電話 ０８８－６２１－３２０４

○ ＦＡＸ ０８８－６２１－２８２９

○ E-Mail：zaiseika@pref.tokushima.lg.jp

○ http://www.pref.tokushima.jp/

今後も引き続き

積極的に ＩＲ に

取り組みます。
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